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はじめに 

近年、企業の社会的責任（CSR: Corporate Social Responsibility 以下、CSR）について、いくつかガイドラ

インやフレームワーク（以下、ガイドライン等）が公表されている。具体的には、2010 年 11 月、社会的責

任に関する国際規格である ISO 26000 が発行され、それをもとに、2012 年 3 月に社会的責任に関する日本工

業規格1として JIS Z 26000 が公示された。また、2013 年 5 月、Global Reporting Initiative2（GRI）により、G4 

Sustainability Reporting Guidelinesの英語版が発行された。さらに、2013年4月に International Integrated Reporting 

Council3（IIRC）により国際統合報告フレームワークのコンサルテーションの草案が公表され、2013 年 12 月

にはバージョン 1.0 が公表される予定になっている。 

企業は、自社の経営方針や CSR 方針等に加え、これらのガイドライン等の考え方を取り入れながら、企業

活動を展開することが望まれる。今後、ガイドライン等の中でも紹介されている CSR に関する「マテリアリ

ティ（重要性）の特定」を組織の中で取組む必要性が高まってきている。近年、多くの企業が CSR 報告書を

発行することでステークホルダーとコミュニケーションを図っているが、東京交通短期大学の大田博樹教授 

4によると、「マテリアリティ概念は、企業の有用な情報を利用者に対してわかりやすく提供するために採用

されるものであり、情報利用者の意思決定に重要な影響を及ぼす情報を網羅し、情報内容に優先順位を付け

ることで分かりやすい報告書を作成する事を目的とする」とある。マテリアリティの特定と組織の意思決定

に関する影響評価を実施し、その検討プロセスを開示することにより、よりスムーズな双方向のステークホ

ルダー・コミュニケーションが実現すると考えられる。 

そこで本稿では、G4 Sustainability Reporting Guidelines および国際統合報告フレームワーク（コンサルテー

ション草案）に記載されている CSR に関するマテリアリティの特定手法について紹介・解説するとともに、

企業におけるマテリアリティの特定の好事例を紹介する。 

                                                           
1 日本工業規格とは工業標準化の促進を目的とする、工業標準化法に基づき制定される国家規格である。 
2 Global Reporting Initiative は企業等のサステナビリティ報告の枠組み提供を目的とする国際的な非営利団体である。 
3 International Integrated Reporting Council は国際的に受け入れられる統合報告書のフレームワークを提供するために、投

資家、企業、会計の専門家、NGO 等により構成される国際団体である。 
4 大田博樹、『CSR 報告書におけるマテリアリティの概念の意義と課題』、国際経営フォーラム No.20、2009、P.133-148 
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1. マテリアリティの特定プロセスについて 

まずは、各ガイドライン等におけるマテリアリティの特定プロセスの概要を表 1 に示す。また、参考とし

て、JIS Z 26000 におけるマテリアリティの特定プロセスの概要を合わせて示す。G4 Sustainability Reporting 

Guidelines は、持続可能な開発を目標に向けた組織の経済的、環境的、社会的パフォーマンスを報告する際に、

一般的に適用される枠組みである。このガイドラインに従って報告することにより、主にパフォーマンスを

中心とした自社の CSR 活動に関する情報を網羅的に報告することができる。一方、国際統合フレームワーク

は、財務情報と CSR 等の非財務情報を合わせた統合報告書の報告プロセスを支援するための基本原則と基本

要素を規定している。このフレームワークに従って報告することにより、自社の財務情報と非財務情報の双

方について、ステークホルダーが必要とする情報を報告することができる。 

 

表 1 ガイドライン等におけるマテリアリティの特定プロセスの概要5 

名称 
G4 Sustainability Reporting 

Guidelines 
国際統合報告 

フレームワーク 
（参考） 

JIS Z 260006 
発行年月 2013 年 5 月 2013 年 12 月 (予定) 2012 年 3 月 

課題の特定 
適合性を有する 
事象の特定 

関連性の判断 

優先付け 重要度の評価 重要性の判断 

確認 優先付け 優先順位の決定 
マテリアリティの 
特定プロセスの概要 

見直し 
重要性決定プロセス 

の開示 
 

 

表では、これらのガイドライン等においては「関連する課題の特定」、「優先付けのための判断基準の設定」、

「優先付け」、「見直し」のプロセスによりマテリアリティを特定している。次に、各ガイドライン等におけ

る特定プロセスの詳細について、紹介・解説する。 

1.1. G4 Sustainability Reporting Guidelines におけるプロセス 

G4 Sustainability Reporting Guidelines におけるマテリアリティの特定プロセスを図 1 に示す。図 1 より、「ス

テップ 1」から「ステップ 3」により重要な課題・事象を特定し、CSR レポートとしてステークホルダーに報

告する段階を経て、「ステップ 4」により報告後の結果を次回のレポートの「ステップ 1」に活用する PDCA

サイクルとなっている。 

 

ステップ1
課題の特定

ステップ2
優先付け

ステップ3
確認

CSR
レポート

ステップ4
見直し

ステップ4
見直し

 

図 1 マテリアリティの特定プロセスの概要7 

                                                           
5 当社作成 
6 財団法人日本規格協会、”JIS Z 26000（ISO26000）社会的責任に関する手引”、2012 年 
7 G4 Sustainability Reporting Guidelines Implementation Manual P.40 をもとに当社作成 
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ガイドラインでは、「ステップ 1 課題の特定」、「ステップ 2 優先付け」、「ステップ 3 確認」、「ステップ 4 見

直し」の各ステップについて、以下のとおり、特定手法やその際の考慮すべき点を紹介している。 

表 2 G4 Sustainability Reporting Guidelines における各ステップの概要8 

ステップ 1 

課題の特定 

(Identification) 

・課題を特定する際は、GRI の側面9や他の重要なトピック10を考慮する 

・影響を及ぼす範囲を特定する 

・側面と他の重要なトピックから「課題」を特定する 

ステップ 2 

優先付け 

(Prioritization) 

・「ステークホルダーによる評価と意思決定への影響度」と「経済的、環境的、

社会的影響の重要性」の 2 軸から課題の重要度を評価する 

・「ステークホルダーによる評価と意思決定への影響度」については、ステーク

ホルダーエンゲージメント等を実施して重要度を評価する 

・「経済的、環境的、社会的影響の重要性」については、影響を及ぼす可能性、

影響の重大性等についてプラスとマイナスの両方の面から重要度を評価する 

・ディスカッション、定性的な分析、定量的な評価等により、重要な側面を決定

する 

・報告水準について、重要性の低い側面は最低限の必要性を満たすよう報告し、

重要性の中程度の側面は重要でないものを除外した内容を報告し、重要度の高

い側面は詳細に報告する 

・CSR レポートに記載する課題を、バウンダリー（報告範囲：CSR レポートでパ

フォーマンスを報告している会社など）と報告水準に沿って、リストにする 

ステップ 3 

確認(Validation) 

・(1)報告書でカバーする側面の範囲、(2)側面が影響を及ぼす対象範囲、(3)側面

の情報が報告書で定めた報告期間を網羅しているかどうかを評価する 

・それまで重要でないとしていた側面を確認段階で重要と判断した場合には、重

要な側面に含める 

・経営層は、特定された課題のリストを承認する 

・開示に必要となる情報を準備する 

ステップ 4 

見直し(Review) 

・CSR レポートで重要とした側面を見直す 

・見直しの結果を、ステップ 1 の課題の特定に使う 

 

ステップ 2 の優先付けについては、図 2 に示すとおり、「ステークホルダーによる評価と意思決定への影響

度」と「経済的、環境的、社会的影響の重要性」の 2 軸によりマトリックス（マテリアリティマトリックス）

を作成し、評価する方法を紹介している。 

                                                           
8 GRI、”G4 Sustainability Reporting Guidelines Implementation Manual”、 P.32-40 をもとに当社仮訳、作成 
9 側面とは、具体的な指標に関連する一般的な項目(エネルギー使用、児童労働、顧客など)のことを示す。 
10 トピックとは、GRIレポーティングフレームワークで用いられている個々の主題を含む大きなグループのことを示す。 
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図 2 側面の優先付けの可視表現11 

 

1.2. 国際統合報告フレームワーク(コンサルテーション草案) におけるマテリアリティの特定プロセス 

国際統合報告フレームワーク（コンサルテーション草案）において、重要性の決定プロセスについては図

3 のように紹介している。G4 Sustainability Reporting Guidelines と比較すると、「適合性を有する事象の特定」

が「ステップ 1 課題の特定」に対応し、「重要度の評価」と「優先付け」が「ステップ 2 優先付け」に対

応すると考えられる。 優先付けについては、G4 Sustainability Reporting Guidelines では「経済的、環境的、社

会的影響の重要性」と「ステークホルダーによる評価と意思決定への影響度」の 2 軸で評価している一方で、

こちらでは、「影響の大きさ」と「発生可能性」の 2 軸で評価している。 

適合性を有する
事象の特定

重要度の評価 優先付け

 

図 3 重要性(materiality)決定プロセス12 

 

マテリアリティ特定プロセスの第１段階である「適合性を有する事象の特定（Identify relevant matters）」に

ついて、国際統合報告フレームワーク（コンサルテーション草案）では、以下のように解説している。適合

性を有する事象とは、自社の事業活動に関連する個別課題（例えば、廃棄物等の環境負荷の削減、積極的な

ワークライフバランスへの取組み、品質管理の徹底等）のことである。ここでは、事象を特定する際に、短

期長期に関わらず、自社にとって関連のあるものをすべて洗い出すことがポイントである。 

5.4 適合性を有する事象とは、組織の長期にわたる価値創造能力に過去又は現在において影響

を与えた、又は、将来において影響を与える可能性のある事象である。これは、組織の戦

略、ビジネスモデル、又は組織が利用し影響を及ぼす資本に与える影響について検討する

ことによって決定される。 

 

                                                           
11 GRI、”G4 Sustainability Reporting Guidelines Implementation Manual”、 P.37 をもとに当社仮訳、作成 
12 国際統合報告フレームワーク(コンサルテーション草案)P.51 をもとに当社作成 
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5.5 長期的な事象を見落とさないことが重要である。短期的な解決が比較的容易であるかもし

れない事象でも、確認されずに放置されれば次第にダメージを受け、時間とともに解決が

難しいものとなり得る。このような事象についても、適合性を有する事象群に含められる

必要がある。事象は、組織が解決を望まない、若しくは解決方法が分からないということ

を理由に除外されない。 

 

適合性を有する事象を特定したのち、自社にとって特定した事象がどれくらい重要であるかを評価する。

重要度の評価（Assess importance）については、ステークホルダーや社会に対するプラスとマイナス双方の影

響の大きさや、経営へのリスクと機会の大きさ、ステークホルダーや社会からの関心の高さや懸念の高さな

どが挙げられる。 

5.7 大きさは、組織の戦略、ビジネスモデル、及び資本に対し長期的な影響を与える事象が組織

の短、中、長期の価値創造能力に実質的な影響を与える可能性があるほどに重要性を有する

かどうかを検討することによって測定する。これは判断を必要とし、問題となる事象の性質

に依存する。 

 

重要度を評価したのち、重要な事象を特定するために優先付けを行う。優先付け（Prioritize）については、

事象の取り組みにかかる費用とその効果、必要な期間、リスクの大きさとその頻度、実施の容易さ、迅速さ

などから行うことが考えられる。 

5.12 重要性を有する事象を特定した後、それらの事象は長期的な価値創造への既知の、又は潜

在的な影響の大きさの重要度(importance)に基づいて優先付けされる。これは事象の報告方

法を決定する際に最も重要な事象に焦点を当てることや、必要な場合、重要性基準を再検

討し更に事象群を絞り込むことに役立つ。 

 

国際統合報告フレームワーク（コンサルテーション草案）においては、特定した重要な事象の報告だけで

なく、その特定プロセスについても、報告することを求めている。マテリアリティ（特定した重要な事象）

の特定プロセスの情報開示については、以下のように解説している。 

統合報告書は、以下を含む組織の重要性(materiality)決定プロセスを開示すべきである： 

・ 適合性を有する事象の特定、及びそれらの事象を、重要性を有する事象に絞り込むプロセス

を説明する(主たる報告書利用者の情報ニーズを特定した方法を示すことを含む) 

・ 重要性を有する事象の識別と優先付けに関与する主要な人物の特定 

・ 本プロセスにおけるガバナンスに責任を負う者の役割の特定 

 

2. マテリアリティの特定の事例 

マテリアリティの特定およびその情報開示ついて、英国企業である BG グループおよびドイツ企業である

Daimler の 2 事例を紹介する。これら 2 つの企業では、特定したマテリアリティの結果だけでなく、その特定

プロセスを開示している点で好事例と言える。また、2 企業は共通して、マテリアリティの特定にあたって
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「関連する課題・事象の特定」および「『ステークホルダーからの期待度の評価』と『企業にとっての重要度

の評価』による優先付け」のプロセスを経ている。以下に詳細を紹介する。 

2.1. BG グループ 

 英国におけるガス田の開発や生産を主要業務としているBGグループでは、マテリアリティを特定する際、

「ステップ 1 課題の特定」、「ステップ 2 重要度の評価と課題の優先付け」、「ステップ 3 報告方法の決定」

の 3 段階のプロセスを経ている。同社のマテリアリティの特定における各プロセスについて、下表に示し、

これらの特定フローを図 4 に示す。また、図 5 には、優先付けに使用する、同社のマテリアリティマトリッ

クスのイメージを示す。 

BG グループのマテリアリティの特定の特徴として、関係者とのコミュニケーションならびに経営層による

承認を通してマテリアリティを特定している点が挙げられる。例えば、「ステップ 1 課題の特定」で投資家

や NGO 等の外部のステークホルダーと内部関係者に対するインタビューを実施し、「ステップ 3 報告方法

の決定」で上層部経営者を含む内部ワークショップを実施している。 

表 3 BG グループにおけるマテリアリティの特定プロセス13 

ステップ 1 

課題の特定 

課題を特定するために、内部文書を確認した。そして、内部関係者が考えていること

と外部のステークホルダーからの意見を確認するために内部関係者へのインタビュ

ーを実施した。また、メディアに掲載されたものについて点検を行った。投資家、NGO、

政府と監督機関へのインタビューを行い、BG グループのサステナビリティレポート

の内容と将来どのようなレポートにすべきかについて質問した。 

ステップ 2 

重要度の評価と課題

の優先付け 

課題の優先付けのために、「ステークホルダーの関心」と「自社グループの現在もし

くは潜在的な重要度」を評価した。マテリアリティマトリックスのイメージは図 5 の

とおりである。 

ステップ 3 

報告方法の決定 

報告方法の決定のために、BG グループの上層部経営者を含めた内部ワークショップ

において、優先付けされた課題について確認した。その結果、2011 年の重要な課題と

して、気候変動、人権、コミュニティへの影響と利益等を特定した。 

事業戦略

事業
パフォーマンス

部門の発展

ステークホルダー
の視点

問題の
特定

優先
付け

レビュー

BGグループ
サステナビリ

ティ
レポート

 
図 4 BG グループにおけるマテリアリティの特定フロー14 

                                                           
13 BG Group、”Sustainability report 2011”をもとに当社仮訳、作成 
14 BG Group、”Sustainability report 2011”をもとに当社仮訳、作成

 



損保ジャパン日本興亜 RM レポート ｜ Issue 94 ｜ 2013 年 9 月 17 日 

Copyright © 2013 Sompo Japan Nipponkoa Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 7 

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
の
関
心

BGグループにとっての現在の潜在的重要性

高

低

高低

贈収賄と倫理的な経営
気候変動
契約者の安全
コミュニティエンゲージ面とコミュニティへの影響と利益
環境マネジメント
人権
BGグループの事業原則の実施
運営免許の継続
主要なハザードリスク、資産の保全と工程の安全
労働衛生
労働安全
オーストラリア・クイーンズランドでの活動
人的資源
政治的リスクと「アラブの春」
収入の透明性
安全への挑戦
社会投資
非在来型天然ガス(水のマネジメントとコミュニティとの関係
を含む)

 
図 5 BG グループにおけるマテリアリティマトリックスのイメージ15 

2.2. Daimler 

 ドイツの世界的自動車メーカーである Daimler では、マテリアリティを特定する際、「ステップ 1 関連

する課題の特定」、「ステップ 2 重要度の評価」、「ステップ 3 課題の優先付け」の 3 段階のプロセスを経て

いる。同社のマテリアリティの特定における各プロセスについて、下表に示し、これらの特定のフローを図

6 に示す。また、図 7 には、優先付けに使用する、同社のマテリアリティマトリックスのイメージを示す。 

 同社の特徴として、ステークホルダーからの期待の評価においてステークホルダーグループとの討論やス

テークホルダーダイアログを実施していることが挙げられる。 

 

表 4  Daimler におけるマテリアリティの特定プロセス16 

  

                                                           
15 BG Group、”Sustainability report 2011”をもとに著者仮訳、作成 
16 BG Group、”Sustainability report 2011”をもとに著者仮訳、作成 

ステップ 1 

関連する課題の特定 

関連する課題をあらかじめ特定した。 

ステップ 2 

重要度の評価 

GRI ガイドラインの一覧表、社内並びに社外の基準や規制に関して、ビジネスの中

核領域である特定のサステナビリティに関連する挑戦について、方向付けを実施し

た。レポートの読者の調査やお客さまの調査を分析することや個々のステークホル

ダーグループとの討論、「サステナビリティダイアログ」によるステークホルダーか

らの期待を評価した。専門家部門が開催するワークショップと従業員に対する調査、

ニュースと課題のマネジメント部門と社会と技術の調査グループからの分析による

調査に基づき、自社の最も関心のあることを評価した。 

ステップ 3 

課題の優先付け 

ステークホルダーの観点と会社の観点からの問題のフィルタリングを実施し、課題

の優先付けを行った。 
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ダーの視点から
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関連性
マトリックス
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マトリックス)

関連性
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図 6 Daimler におけるマテリアリティの特定フロー17 
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マネジメント

顧客満足 製品の安全性
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の満足

燃料の計画
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生物多様性
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の戦略

社会のコミットメ
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競争力のあ
る労働賃金

多様性

従業員の啓発と
サポート

 
図 7 Daimler におけるマテリアリティマトリックス18 

おわりに 

企業がステークホルダーに対して CSR 情報を開示する際には、活動内容を網羅的に開示するだけでなく、

マテリアリティの開示が重要である。G4 Sustainability Reporting Guidelines において、CSR レポートにおける

報告書内容の確定に関する原則として、ステークホルダーの包含性、持続可能性の状況、重要性、網羅性の

４項目を挙げていることからも、このことが言える。さらには、その特定プロセスについても開示すること

                                                           
17 Daimler 、”Facts on Sustainability 2011”、P.10 をもとに当社仮訳、作成 
18 Daimler 、”Facts on Sustainability 2011”P.11 をもとに当社仮訳、作成 
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により、ステークホルダーに対し適切な情報提供ができるとともに信頼性の高い情報開示が実現すると考え

られる。その際は、本稿で取り上げたガイドライン等や先進事例等を参考にしつつ、戦略的な情報開示を検

討していくことが望ましい。 
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